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経済学研究 52-4

北海道大学 2003.3 

マンガビジネスの国際展開における課題

岡田美 弥 子

1 .はじめに

国際市場において， 日本のエンターテイメン

ト・ビジネスへの関心が高まっている。国内市

場と同様に，ゲームソフトやコミック，アニメ

ーション，そ乙から派生するキャラクター商品

など，作品やそこに登場するキャラクターを軸

に，海外でも多角的な事業が展開されるように

なってきた。東南アジアでは，ジャニーズ事務

所所属の若手タレントに代表される，日本の歌

手のコンサート活動が盛んになり，日本のテレ

ビドラマの放映や映画の上映も増えてきてい

る。このような現状から， 日本のエンターテイ

メント・ビジネスは，海外へもその市場を拡大

していることは間違いない。

しかしながら，日本のエンターテイメント・

ビジネスの国際展開はポケットモンスター」

などの一部の事業を除けば，必ずしも成功して

いるとはいえない。たとえば，東南アジアの国

々では，依然として海賊版が横行している。ま

た，正規版権契約を締結したビジネスにおいて

も，相手国との経済格差や事業が小規模で、ある

ことから，ライセンス事業にかかる費用が版権

料収入を上回ってしまうことも多い。

以上の現状を踏まえて，本稿の目的は，マン

ガビジネス 1)の海外事業の問題点を整理し，マ

l) fマンガj とは，一般的に出版されたマンガ，つま

りマンガ本をあらわす場合が多い。しかし本研究

は，出版物としてのマンガだけでなく，アニメーシ

ョンやキャラクター商品なども研究対象にしてい

る。したがって，本研究で用いる「マンガ」とは，

ンガを含むエンターテイメント・ビジネスの国

際展開における課題を提示する乙とである。

次節では，マンガビジネスの 3つの事業で

あるコミック，アニメーション，キャラクター

商品の海外進出の実態について概観する。 3

節では，マンガビジネスにおける国際展開の際

の問題点として，海賊版と市場システムを取り

上げ考察をおとなう。そして. 4節では，マ

ンガビジネスが国際展開で成功するための課題

について明らかにする。

2. マンガビジネスの海外進出の実態

マンガビジネスが抱える国際展開の問題を明

らかにするためには，まず，海外事業の実態を

みていく必要がある。しかしながら，海外事業

といっても，マンガビジネスは多様な形態をも

ち，進出地域によってもその形態は異なる。本

節では，海外での日本のマンガビジネスの実態

を，コミックとアニメーション，キャラクター

商品という 3つの事業に分類し，進出先地域

を東南アジアと欧米に分け，それぞれの市場特

性を考慮しながら検討していく。

海外市場における日本のマンガの人気

は. 1970年代半ば，香港や台湾を中心とした

東南アジアではじまった。その後，欧米や中近

表現手法を意味し，マンガによって描かれた出版物

を「コミックJ. マンガによる映像物を「アニメー

ションムコミックやアニメーションなどのマンガ

手法から派生した商品を「キャラクター商品」と呼

ぴ，一般的に用いられる「マンガ」と区別する。
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東，オセアニアでも日本のマンガ市場は拡大し

ていったが，市場規模においては東南アジアが

最大の地域である。東南アジアへの進出はコミ

ックから始まり，コミックの人気に連動したア

ニメーションやキャラクター商品の需要が高ま

っていった。

(1)コミックの海外進出

マンガビジネスの海外進出に関する筆者のイ

ンタビュー調査によると，海外において日本の

コミック市場が急激に成長していったのは台湾

である。その原動力となったのは，海賊版の存

在であった。たとえば， 1971年に日本で連載

を開始し約 30年後の現在も連載が継続してい

る人気作品の例では，日本での連載開始から

3年後の 1974年には，台湾で海賊版の単行本

となって市場に流通していた。同作品は， 日本

でも台湾と同じく 1974年に単行本化がはじま

っており，ようやく日本で人気が定着しはじめ

た頃には，すでに台湾で海賊版が出ていたこと

になる。当時，台湾における同作品の発行部数

は約 6万部であり，人口が約 2，000万人であ

ることを考えれば，台湾の海賊版市場がいかに

大規模であったかがわかる。この作品の著作権

を所有する日本の出版社は，台湾での海賊版対

策として，現地の海賊版を出している出版社に

正規の版権契約を結ぶよう説得し，その結果締

結された契約は現在も継続している。

この台湾の出版社社長と，版権契約の相手で

ある日本の出版社の部長との双方にインタビュ

ーをおこなった結果，興味深い発見があった。

まず， 日本の出版社が現地出版社に正規版権契

約を申し出た理由は，台湾市場の需要が目的だ

ったのではなく，単にマンガ家と自社の著作権

を守るためだ、ったことである。一方，台湾の出

版社が正規版権契約に応じたのは，海賊版の成

功で，ライセンス料を支払っても採算が取れる

だけの市場規模があることを認知したからであ

る。さらに，国際的な知的所有権に対する意識

の高まりから，海賊版の取締りが強化し，海賊

版に対する消費者の態度も厳しくなってきてい

たからである。このように， 日本と台湾との海

賊版に対する反応あるいは態度には，大きな差

があった。日本の出版社は自社あるいはマンガ

家の権利を守るためという消極的態度で現地へ

の進出を決めたのに対して，台湾の出版社は海

賊版の成功からビジネスチャンスを確信し，正

規版権契約に合意するという積極的な反応を示

している。

日本のマンガビジネスの中で，コミック事業

が海賊版によって被る損害は大きい。特に，東

南アジアにおいて，コミックの海賊版問題は深

刻であった。アニメーションやキャラクター商

品に比べて，東南アジアでコミックの海賊版が

多く出回る理由は 2つある。 1つは低コスト

であること，もう 1つは欧米に比べてハード

の普及が進んでいないことである。低コストで

あるということは，複製が容易にできることを

意味する。海賊版をつくるには，入手した日本

のコミック雑誌あるいは単行本を複写し，吹き

出しと呼ばれる台詞部分を現地語に翻訳したも

のに差し替えれば，原版は完成する。あとは原

版を印刷していくだけである。印刷工場の設備

さえあれば，海賊版をつくるのは難しいことで

はない。複製が容易であることは，多くのソフ

トに共通する。カセットテープやビデオテー

プ，コンパクトディスク (CD)やミニディス

ク (MD) などを用いれば，音楽や映像も簡単

にコピーできる。ただし， このような媒体を用

いた海賊版がビジネスになるには，消費者がそ

れらの媒体に対応する再生装置を所有している

ことが条件となる。欧米に比べて，再生装置つ

まりハードの普及が遅れた東南アジアでは，そ

の市場特性からアニメーションよりもコミック

の海賊版が多く出回ったのである。

欧米よりも，東南アジアで日本のコミックが

受け入れられた理由は，文化的に近い民族であ

ることがあげられる。東南アジアには，出版物

が日本と同じく右綴じの国が多い。文字が縦書

きの国では，出版物が右から聞かれるのに対
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し，英語をはじめとする横書きの文字を用いる システムになっている。この流通システムは，

国では，出版物を左から聞く。乙の違いによっ 全国のどこででもコミックを継続的に購読する

て，コミックのコマを読み進める順序が異なつ ことを可能にし，読者の固定化に貢献してい

てくる。右綴じの場合は，右上から左下に向か

つて読み進めていくのに対し，左藤じの場合は

左上から右下へとコマが続いていく。このよう

なコミックの読み方は，その国で使われる言語

に対応したものであり，中国や台湾，香港など

縦書きの中国語圏において， 日本作品は抵抗な

く受け入れられてきた。

他方，米国において， 日本のマンガが本格的

に受け入れられるようになったのは， 1990年

代に入ってからであり，東南アジアに比べる

と，米国進出の歴史は浅い。米国への進出が他

国に比べて遅れた理由は，ディズニーやタイム

.ワーナーなどの圏内大手企業の存在が参入障

壁となっていたからである。ただし，乙こでい

う参入障壁とは，米国政府の規制あるいは米国

企業が参入を阻止していたという乙とではな

く，米国の消費者が日本のマンガを受け入れな

かったからに過ぎない。

この参入障壁の原因としては，以下の 2つ

の理由が考えられる。第 1に，日米聞のコミ

ックの出版形態や流通システムに違いがあるこ

とである。米国では，作品ごとに読みきりのコ

ミックが出版されることが多い。しかも， 日本

のように雑誌で連載された数話分をまとめた，

ページ数の多い単行本形式をとらず， 50ペー

ジ前後の薄いタブロイド形式が主流である。そ

のコミックが販売されるのは，書庖ではなく，

新聞や雑誌を扱う街頭のスタンドである。この

ような米国の出版形態や流通システムでは，日

本のように雑誌の連載作品を購読し，さらに単

行本を買うといった消費の連鎖がおきない。実

際に， 日本のコミックを愛読している米国の読

者の大半は，スタンドでの購入ではなくインタ

ーネット販売を利用している。日本では，コミ

ック雑誌やコミックの単行本は全国の書屈で手

に入れるととができ，流通も雑誌扱いであるた

め，書庖で売れた冊数分だけ次号も配本される

る。

第 2に，マンガに対する既成観念が日本と

は異なっていたからである。米国ではマン

ガは子どもだけのもの」という考えが強い。つ

まり，コミックやアニメーションは子どもだけ

が読むあるいは観るもので，大人がそのような

ことをすべきでないという考え方である。その

ため，米国では，限られた年齢層に向けたコミ

ックやアニメ作品しか存在してこなかった。そ

の限られた市場が，ディズニーやタイム・ワー

ナーに代表される圏内企業によって独占されて

きたのである。

これに対して，日本では，子どもを中心にし

ながらも， 20代以上の大人もマンガの消費者

である。日本において，大人もマンガを消費す

るようになった契機は， 1970年代半ばにおこ

った青年コミック雑誌の創刊ラッシュであっ

た。この創刊ラッシュは，少年コミック雑誌で

育った団塊の世代が成人を迎え，大人になって

も少年コミック雑誌を読み続けている彼らの需

要に対応するものであった。子どもだ、けであっ

たコミック雑誌の対象が大人にまで拡大したこ

とにより， 日本には他国に例をみない幅広い顧

客層をもっマンガ市場が誕生したのである。

圏内でコミック市場における読者の細分化が

進み，大人に向けた作品が数多く生み出される

ようになると，海外市場へもそれらの作品の一

部が輸出されるようになった。海賊版によっ

て，早い時期から日本のコミックやキャラクタ

ー商品が出回っていた東南アジアに比べると，

大人向けのコミックがごくわずかしかなかった

米国市場では，青年コミックが日本のマンガを

受け入れるきっかけになったのである。つま

り，東南アジアでは，子どもを対象にしたコミ

ックあるいはキャラクター商品から日本のマン

ガ市場が形成されていったのに対し，米国で

は，大人向けのコミックあるいはアニメーショ
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ンから日本のマンガ市場が拡大していったので

ある。

しかし，官頭でも述べたように，日本のエン

ターテイメント・ビジネスの海外での業績は，

市場の拡大に比例しているわけではない。コミ

ック事業も例外ではなく，東南アジアには採算

が取れていない国も多い。市場に溢れる日本の

コミックに，海賊版が含まれていることは，収

益があがらない lつの理由である。海賊版に

消費者を奪われていることでの，逸失利益であ

る。

正規版権契約を締結した場合でも，収益を確

保できるとは限らない。進出先の物価水準が，

版権ビジネスの規模を小さくしていることもあ

る。コミックの版権料の計算方法は，雑誌と単

行本で異なっている。雑誌における版権料の計

算方法は，あらかじめ決められた 1ページあ

たりの金額にページ数がかけられる。 1ペー

ジあたりの金額は，その国の雑誌の定価に見合

う金額にしなければならず，通常は現地で雑誌

の原稿を執筆するライターやマンガ家に支払わ

れる原稿料を基準に算定される。単行本の版権、

料は，定価に対する決められたパーセンテージ

に発行部数をかけて算出される。そのため単行

本の計算方法では，定価がライセンス料の大き

さを左右する。つまり，その国の物価水準が低

ければ，ライセンスビジネスからの収益も小さ

くなるわけである。それゆえに，一般的なライ

センス収入は小規模な額にとどまることが多

く，契約締結に関わる費用を差し引くと利益は

ごくわずかになり，時にはマイナスになること

もあるという。海外事業で収益が見込めないの

は，海賊版と現地の物価水準がマイナス要因と

なっており，日本企業が積極的に海外進出を進

めてこなかった理由の 1っと考えられる。

(2)アニメーションの海外進出

日本のアニメーションが海外進出をはじめた

のは，コミックと同じく 1970年代半ばである。

香港では，アニメーションに先駆けて「仮面ラ

イダー」など子ども向け特撮番組を日本から輸

入していた。このような日本のテレビ番組の人

気が高まったことを契機に，アニメーションの

ライセンス事業がはじまったのである。しか

し，当時のライセンス事業はごく小規模なもの

で，事業が本格化したのは 1980年代後半以降

である。東南アジアにおいて，アニメーション

事業の中心となったのは，香港とタイであっ

た。

テレビアニメの海外進出では， 日本と異なる

番組放映のシステムが問題となる。日本の場

合，再放送を除けば，通常は週 1回 30分番組

を放映する。香港とタイではテレビアニメの視

聴率が高いため，ウィークデイ 5日間は 30分

番組 2 本を，週末 2 日間は 4~5 本分を連

続して放映する。このような需要に応じるた

め， 52本を 1セットにして現地テレビ局ヘ販

売するという形態をとってきた。日本では， 13 

本が 1クールという単位で扱われており， 4 

クール分が必要となる。ここで問題になるの

は，他事業との連携が取れないことである。後

述するように，園内市場におけるマンガビジネ

スは， 3つの事業の展開時期を合わせること

で，事業シナジーを享受している。事業シナジ

ーを生み出すためには，コミックの連載とテレ

ビアニメの放映，キャラクター商品の販売が同

時進行でなければならない。マンガビジネスの

中で最も作品の広告効果をもっテレビアニメの

放映が短期間で終わってしまうということは，

テレビアニメへの依存度が高いキャラクター商

品事業にとって，マイナス要因となる。サイク

ルの速い放映形態をとる国では， 日本側が販売

に際しでかなりの本数を準備できる長寿作品で

なければ，圏内と同様の事業シナジーは期待で

きない。

コミックと同様に，アニメーション事業の海

外進出にも，海賊版の問題は存在する。しかし，

先述したように，アニメーションの海賊版はコ

ミックほど深刻ではない。ハードの普及の遅れ

から，東南アジアでの海賊版市場の規模はコミ
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ックほどではなく，ハードが普及している欧米

でも，著作権意識の高さから海賊版が公然と販

売されることは少ない。日本のアニメ製作会社

では，どちらかと言えばコミックの海賊版市場

に注目している。東南アジアへの進出を検討す

る際，当該作品の原作コミックの海賊版がどれ

くらい流通しているのかを，進出決定の基準に

しているのである。日本の大手アニメ製作会社

の国際部室長は，原作コミックの海賊版が出さ

れていない国では，その作品のテレビアニメ事

業は成功しないという。アニメ製作会社は，台

湾で海賊版を出していた出版社と同じく，海賊

版市場の存在をビジネスチャンスだと積極的に

捉えている。

(3)キャラクタ一商品の海外進出

海外での日本のコミックやアニメーションの

人気に伴い，人気作品のキャラクター商品の海

外進出も進んでいった。東南アジアでは，海賊

版あるいは正規ライセンスによって認知度が高

いコミックから派生したキャラクター商品の人

気が高い。一方，米国では，コミックやアニメ

ーションのキャラクターよりも，ロボット玩具

など特撮のキャラクター商品の販売額が大き

しし

キャラクター商品の場合，コミックやアニメ

ーションと異なるのは，その担い手企業が製造

業に属する乙とである。コミックやアニメーシ

ョンは， 日本で製作されたものを，現地の出版

社やテレビ局で現地の言語に翻訳すれば，市場

に出すことができる。ライセンス契約が成立し

てからおこなわれるのは，翻訳作業しかない。

一方，キャラクター商品は，商品化契約を結ん

でから，商品の製作がはじまる。

海外市場における日本のキャラクター商品

は，生産される場所によって 2つに大別され

る。 1つは，日本で生産し海外に輸出される

商品で，もう 1つは日本企業とのライセンス

契約によって，現地企業が生産する商品であ

る。海外市場全体に占める割合でみると，後者

の現地生産の商品が圧倒的に多い。現地生産の

キャラクター商品には，上記のような正規のラ

イセンス契約にもとづく商品だけでなく，多く

の海賊版も存在する。

キャラクター商品の海賊版は，その商品種の

多様性により，コミックやアニメーションに比

べると市場における絶対数が多い。コミックと

アニメーションの海賊版は，雑誌あるいは単行

本，ビデオテープというように，正規商品と同

じ形態である。しかし，キャラクター商品の場

合は，既存の商品にキャラクターを添付するだ

けでも，海賊版の商品生産が可能になる。囲内

大手アニメ製作会社のインタビュー調査で，同

社の版権部長は，人気の高い作品の商品化に関

して「子どもが使う商品なら，教科書以外のも

のすべてにキャラクター商品があるJと語った

が，海賊版についても同じことが言える。

しかし，キャラクターの著作権をもっ日本の

出版社やアニメ製作会社は，キャラクター商品

の海賊版に，何らかの対策をとっているわけで

はない。コミック事業の場合は，海賊版を出す

出版社と正規版権契約を締結することによっ

て，海賊版を阻止しようとしてきた。アニメー

ション事業では，コミックの海賊版の存在を市

場における需要と捉え，海外進出先の決定ある

いは海外進出作品決定の 1つの指標としてい

た。コミック事業は消極的であり，アニメーシ

ヨン事業は積極的であるという違いはあって

も，両事業には海賊版への対策あるいは反応が

みられた。一方，キャラクター商品事業に関し

て， 日本企業が何の行動も起こさなかったのに

は， 2つの理由がある。第 1の理由は，海賊

版の製造元の特定や，流通ルートの把握が困難

だからである。正規商品と同じく多品種に及ぶ

キャラクター商品の海賊版は， 1つの業者が

複数アイテムを小ロットで生産している。しか

も，実際に製造をおこなっているのは，多数の

個人の下請けであり，製造元を特定するのは極

めて困難である。さらに，主な販売場所が露天

であるため，海賊版販売の摘発も難しい。第



84 (500) 経 済 学研究 52-4 

2の理由は，本業に比べて自社が被る不利益

の度合いが低いからである。キャラクターの著

作権を所有する出版社やアニメ製作会社にとっ

て，キャラクター商品のライセンス事業は，あ

くまでも本業の二次利用にすぎない。本業であ

れば，海賊版の存在によって，現地市場におけ

る自社商品の事業機会を奪われる，または劣悪

な海賊版が作品イメージをダウンさせるなど，

自社が被る被害あるいは不利益の度合いが高

い。それゆえに，本業の海賊版に対しては，正

規版権契約を締結したり，少数ではあるが訴訟

を起こすといった対策を講じるのである。他

方，本業ではないキャラクター商品の海賊版に

は何の対応もしていないのである。

3. 国際展開における問題

上述のように，マンガビジネスにおける国際

展開は，コミック，アニメーション，キャラク

ター商品それぞれの商品特性や，進出国の違い

によって，多様な形態をみせている。これを踏

まえた上で，本節では，マンガビジネスが国際

展開を試みる際の問題点を検討していく。

(1)海賊版のジレンマ

マンガビジネスの海外進出ですべての事業に

共通するのは，海賊版の問題である。海賊版の

問題は，マンガビジネスに限らず，他のエンタ

ーテイメント・ビジネスにも存在する。たとえ

ば，音楽や映画などのビジネスでも，コピーソ

フトが世界中で売られている。万国著作権条約

に加盟していない国に対しては，何の法的措置

をとることもできないため，公然と海賊版が売

買されているのである。著作権条約に加盟して

いる固においても，海賊版の闇取引はおこなわ

れており，撲滅することは難しい。

また，近年のインターネットの普及は，海賊

版の問題をさらに複雑にする。インターネット

上で，ファイル交換サービスを利用した音楽や

映画の海賊版が出回っている。米国のコンサル

タント会社の調査によると，ウエブを経由して

ダウンロードされた音楽や映画の海賊版ファイ

ルは， 2001年 8月の 1ヶ月だけで， 30億

5， 000万本に達した2) このようなインターネ

ット上の海賊版に対し，日本や米国のレコード

会社の中には，コピーコントロール CD(以下

CCCDと記す)と呼ばれるコピー制限機能付の

CDを発売する動きがみられる。 CCCDは，カ

セットテープや MDへの複製は可能だが，コ

ンビュータのハードディスクにデータ化して保

存するリッピングができない仕組みになってい

る。この仕組みにより，コンビュータを用いて

インターネット上で出回る海賊版から，著作権

を守ろうとしているのである。

著作権をもっ個人や企業にとって，海賊版に

よる権利の侵害は多大な損失を与える。しかし

その一方で，マンガビジネスの実態からも明ら

かなように，市場において，海賊版が作品の認

知度を高めていることも事実である。台湾の海

賊版コミックの読者は， 日本とライセンス契約

を締結したあとの正規版コミックも継続して購

入し，その後，現地で放映されたテレビアニメ

の視聴者となり，キャラクター商品も購入して

いた。海賊版は，短期的には企業に損失を被ら

せるマイナス要因となるが，長期的あるいは関

連するビジネス全体からみれば，市場を拡大す

るプラス要因にもなり得る。エンターテイメン

ト・ビジネスにとって，海賊版の問題は，海外

進出で直面するジレンマである。したがって，

著作権をもっ企業としては，海賊版を完全に排

除するというスタンスではなく，ある程度，共

存を図ることが得策ではないだろうか。

(2)市場システム

前節で述べたように，進出先の国には，日本

とは異なる様々な市場システムが存在してい

2)小林雅一 (2001) Wグローパル・メディア産業の未

来図』光文社， p.157. 
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る。マンガビジネスの例としては，米国におけ

るコミックの出版形態や出版物の流通システ

ム，東南アジアにおけるテレビアニメの放映形

態である。これまでの日本のマンガビジネスで

は， 日本とは異なる現地のシステムに適応して

きた。その他に，米国では，テレビアニメの放

映に関して，当該作品のキャラクター商品を製

造・販売する企業が，番組スポンサーであって

はならないというルールがある。番組内容によ

って，視聴者が商品購買に扇動されるのを防ぐ

ためだという o 乙のルールに対して，米国でテ

レビアニメ番組のスポンサーになっている日系

のキャラクター商品企業は，次のような対策を

講じている。 Aという作品の番組にはBとい

う作品のキャラクター商品のコマーシャル

CCM)を， Bの番組にはAのキャラクター商品

のCMを流す。このように，日本とは異なる

現地の様々な市場システムの問題に直面した

時， 日本のマンガビジネスは，常に現地のシス

テムに合わせて事業を展開させてきた。

以上のように，海外進出に際して，現地のシ

ステムに適応的であった日本企業の行動に，変

化がみられるようになってきた。「少年ジャン

プ」の米国進出の例である。「週刊少年ジャン

プj は，日本国内で 340万部を発行する人気コ

ミック雑誌であり，最盛期の 1992年には 635

万部という雑誌史上最高の発行部数を記録し

た。同誌の米国版は ISHONENJl瓜伊」とい

う名前で， 2002年 11月の創刊号は約 25万部

印刷されたが，発売日に完売する書庖も相次ぐ

という好調なスタートを切った 3)。

ここで特筆すべきは，米国版を日本のコミッ

クと同じ右綴じの形式にしたことである。従

来， 日本のコミックが英語などの横書きの文字

を使う国で出版される時は，左綴じに印刷し直

されてきた。右綴じの原稿を左綴じにする最も

3) r少年ジャンプが米上陸，創刊号は売り切れJW読売

新聞~ 2002年 12月 6日

簡単な方法は，原稿を反転させることである。

反転された絵は，マンガ家が書いた原稿の裏返

しになってしまうため，作品のイメージが変わ

ってしまうという理由で，海外での出版を拒む

マンガ家も多かった。「少年ジャンプJが，日

本の形式のままで米国の読者に受け入れられた

という事実は，マンガビジネスにとって，今後

の国際展開のあり方を変えていくかもしれな

い。とれまでのように，必ずしも現地に適応す

lることだけが海外進出の方策ではなく，日本の

市場システムにもとづく作品形態あるいは商品

形態のまま国際市場に投入する選択肢も考慮す

べきではないだろうか。

4.結論

以上のように， 日本のマンガビジネスの国際

展開は，海賊版の問題や進出国聞にみられる市

場システムの違いから生じる問題を抱えてい

る。したがって，国際展開における課題を一元

的に論じることは困難であり，進出国の様々な

特性を考慮していかなければならない。そこ

で，本稿の結論として， 日本国内でのマンガビ

ジネスの成功要因であった事業展開システム，

つまり事業シナジーの移転について考察してい

くo 乙の事業シナジーの移転は，マンガビジネ

スの国際展開に際して，どの固にも共通する課

題であり，さらには，他のエンターテイメント

.ビジネスにも有効だと考える。

乙れまでにお乙なった筆者の研究では，国内

におけるマンガビジネスの成功要因として， 2 

つのビジネスシステムの存在が明らかになって

いるへ 1つは作品創造システムであり，もう

1つは事業展開システムである。作品創造シ

ステムとは，マンガ家の裾野を広げ質の高いコ

ミック作品を生み出すシステムであり，次の

4) 岡田美弥子 (2000)rマンガビジネスの成長J神戸

大学大学院経営学研究科博士論文.
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図 1 マンガビジネスにおける事業間関係

2つの下位システムから構成される。第 1

は，コミック雑誌編集部でおこなわれるマンガ

家の発掘・育成システムであり，誌上で実施さ

れる作品公募や編集部への作品の持ち込みによ

り，誰にでもマンガ家になれる機会を与えて潜

在的マンガ家の裾野を広げるという機能をも

っ。第 2の下位システムは，コミック誌上で

おこなわれる人気投票すなわち市場の評価にも

とづいて，すべてのマンガ家を競争させるシス

テムである。 2つの仕組みから，日本のコミ

ック作品の質を高めることが作品創造システム

の機能である。

事業展開システムとは，コミックとアニメー

ション，キャラクター商品の 3つの事業聞の

相互依存関係をあらわす(図1)。前述の作品

創造システムにより，日本のコミック雑誌は市

場の評価によって多くの作品から人気作品を選

別している。圏内のマンガビジネスでは，これ

らの人気作品を素材にして，テレビアニメーシ

ョンやキャラクター商品へと事業を展開させて

いもそれぞれの事業を担うのは資本関係のな

い個別企業であり，それらの企業は作品を軸に

チームを組む。このような事業展開をおこなう

のは，マンガビジネスが抱える構造的問題を解

決するためである。具体的には，テレビアニメ

事業が単独では赤字になることである。しかし

ながら，他の 2つの事業にとって，テレビア

ニメのもつメデ、イアとしての広告効果は不可欠

であり，特にキャラクター商品事業にとって

は，テレビアニメとの連動の有無が事業の成功

を左右しかねない。そこでキャラクター商品企

業は，テレビアニメ事業に対しライセンス料と

番組のスポンサー料を支払い，テレビアニメの

存続をパックアップする。他方，テレビアニメ

事業は，キャラクター商品化やビデオ化などの

二次利用によって赤字を埋めているのである。

以上のように，マンガビジネスは，相互依存す

ることによって単独では事業が成立しないテレ

ビアニメ事業の問題を克服し，シナジー効果で

ビジネス全体の規模を拡大しているのである。
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つまり，相E依存により生み出されるシナジー

効果が事業展開システムの機能である。

マンガビジネスの国際展開における問題は，

圏内で機能していた事業展開システムが海外に

は移転できていないことである。国外最大のマ

ンガ市場である東南アジアへの海外進出は，海

賊版の排除が契機となっていた。東南アジアで

横行する海賊版により，著作権を侵害された日

本企業は，ライセンス契約を結ぶことで海賊版

市場を縮小させる対策をとったのである。言い

換えれば，マンガビジネスの国際展開のはじま

りは，住方なしの海外進出であった。国内で連

動していたコミック，アニメーション，キャラ

クター商品の作品チームは，それぞれが個別に

海外ライセンス事業に着手したため，海外では

事業シナジーを享受できていない。作品を軸に

した事業展開を成功させるためには，市場投入

の時期を一致させる必要がある。複数の事業を

連動させることの多いエンターテイメント・ビ

ジネスでは，海外進出の同時性が成功の鍵にな

ると考える。

事業聞の調整により進出時期を一致させ，国

際展開でもシナジーを享受できた典型的な例と

してポケットモンスター 5)J (以下ポケモン

と記す)をあげることができる。ポケモンの国

内事業は，事業シナジーを最大限に引き出すた

5) 1995年に任天堂から発売されたゲームソフト「ポ

ケットモンスター」は，ゲームソフトとほぼ同時に
コミックが発表され，続いてテレビおよび劇場アニ
メーション，カードを含む多品種のキャラクター商
品に事業展開を進め，小学生児童を対象とする巨大

市場を形成していった。園内でのゲームソフトの販
売総数は， 2002年 3月31日現在で約2，300万本，
米国を含む海外での販売総数は 5，100万本にのぼ
る。圏内でのテレビアニメの放映は， 1997年4月

にスタートし，放送事故で一時番組を中断したこと
があったが，放映再開後は2002年末現在でも番組
は継続している。海外では， 2002年 1月31日現
在25種類の言語に翻訳され， 58カ国で放映されて

いる。劇場アニメーションは， 1998年 7月に国内
で最初の作品が公開されて以来， 2002年までに合
計 10作品が劇場公開され，観客総数は 2，285万人

めに， これまでの日本のマンガビジネスのノウ

ハウを集大成し，徹底した事業聞の調整・管理

をおこなってきた。その中核となった組織は，

著作権所有企業によって構成された版権会議で

ある。会議のメンバーは，ポケモンの原作とな

ったゲームに関わる任天堂，クリチャーズ，ゲ

ームフリークに，アニメ化によって権利者とな

った小学館フ。ロ，テレビ東京， JR企画の 3社

を加えた 6社である 6)。週に 1度開かれる版

権会議では， 日本国内のイベント展開や基本方

針の決定，小学館の出版企画の検討，圏内の商

品化申請の検討の 3種類の議題が話し合われ

る7)。その会議では，商品化申請をした各種メ

ーカーが持ち込む 100以上のキャラクター商品

のサンプルにも 1つずつ目を通し，許諾する

か否かが決定される。国際展開がはじまってか

らは，商品化申請が一気に培え，週に 400アイ

テムもの許諾を検討していることもある。

ポケモンの国際展開は， 日系企業や外国企業

と事業関連携をとることにより，海外市場での

事業シナジーを可能にしたのである。米国で

は，小学館の海外子会社であるビズコミュニケ

ーション(以下 VIZと記す)と任天堂の米国

法人ニンテンドウ・オブ・アメリカ(以下NOA

と記す)が中心となり， NOAとライセンス契

約を結んだ全米第 2位の玩具会社ハズブロを

含む多数のライセンシーがポケモン事業に参加

に及ぶ。海外での劇場作品の上映は40カ国，米国

にいたっては第 1作品目を上映した映函館数が
3，000館を超える大規模な公開となった。ポケモン

のカードゲームは，ゲームソフトの発売から 8ヵ

月後の 1995年10月に発売を開始した。カードゲー
ムはシリーズ化され， 2002年10月31日現在で
1，900穏類を超える。国際市場でみると， 2002年
1月31日現在で40カ国以上の国で約 130億枚以

上が販売されている。データが示すように，ポケモ
ンは園内だけでなく，海外での事業展開においても

成功した日本のエンターテイメント・ビジネスの稀
な成功例である。

6)畠山けんじ・久保雅一 (2000)~ポケモン・ストー

リー』日経BP社， D.393. 

7l同上。
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している。米国において，ポケモンの出版物の

権利をもっているのは NOAであるが，米国で

の著作権にかかわる申請に対して， NOAが許

諾した案件で、あっても， 日本の版権会議で再度

許諾を受けなければならないシステムになって

いる。つまり，海外の事業についても，日本国

内の最高意思決定機関である版権会議がイニシ

アティブをとり，ポケモンビジネス全体をコン

トロールしているのである。

ポケモンの成功からのインプリケーション

は，海外でも事業シナジーを発揮できた乙とに

加えて，シナジーをもたらす事業間関係に海外

の日系企業が参加していることである。これま

での日本のマンガビジネスは，国内市場のみを

対象にした事業展開がおこなわれてきたため，

国際市場に関する知識や現地市場に対応するノ

ウハウが不足していた。これは，コミックの編

集部やアニメ製作会社が，海外進出を全くある

いはほとんど想定していなかったからである。

ポケモンのケースでは，米国進出に際して，

小学館の子会社である VIZや任天堂の米国法

人 NOAと連携することによって，米国での事

業展開の障害を回避することができたのであ

る。特に，日本の版権会議と NOAとの関係が，

米国での成功を決定づけたといっても過言では

ない。

米国進出で懸念されたのは，膨大な数にのぼ

る商品化許諾を含む著作権管理を，複数の企業

がおこなうことから生じる混乱により，米国内

での事業問調整が困難になることである。ま

た，海外の著作権管理も統括する日本の版権会

議にとって，複数の相手との接触が必要とな

り，国際間調整も困難となる。そこで，ポケモ

ンの版権会議メンバーは，アジア以外の海外事

業に関わる著作権管理を NOAへ一元化するこ

とを決定した。アジアを除く海外事業の権利許

諾の窓口を NOAに一元化した乙とで，国内の

版権会議との調整もスムーズになる。国際市場

においては， NOAが独自のプロモーション戦

略を実行することが可能となり，ひいては圏内

外のビジネス連携でも，シナジーを発揮するよ

うになったのである。

このように，国内で機能していたシナジー効

果を発揮するためのビジネスシステムを海外で

いかに構築するのかが，マンガビジネスを含む

エンターテイメント・ビジネスの国際展開にお

ける課題である。
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